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第１章 事業の構成機関・構成員 

1-1. 構成員 

（１） 教育機関 

名称 役割等 都道府県名 

１ 学校法人 YIC 学院  

YIC 情報ビジネス専門学校 

◎事業推進委員 

◎カリキュラム作成委員 

企業連携委員 

◎調査・普及委員 

山口県 

２ 学校法人 YIC 学院 常務理事 

経営管理部 経営戦略課 

地域連携事業室、管理課等 

事業推進委員 

カリキュラム作成委員 

企業連携委員 

調査・普及委員 

山口県 

３ 学校法人 YIC 学院  

社会事業本部・事務統括 

キャリアサポート室 

事業推進委員 

◎企業連携委員 

山口県 

４ 学校法人 YIC 学院（京都） 調査・普及委員 京都府 

５ 大分大学 IR センター 事業推進委員 大分県 

６ 山口大学大学院 技術経営研究科 カリキュラム作成委員 山口県 

７ 広島女学院大学 カリキュラム作成委員 広島県 

８ 国際電子ビジネス専門学校 

ICT マネジメント科 

調査・普及委員 沖縄県 

（２）企業・団体 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口県情報産業協会 カリキュラム作成委員 山口県 

２ 山口県中小企業家同友会 企業連携委員 山口県 

３ 株式会社進研アド 

（ベネッセグループ） 

調査・普及委員 大阪府 

４ 株式会社宇部情報システム 企業連携委員 山口県 

５ 株式会社 JR 西日本 IT ソリューションズ 企業連携委員 大阪府 

６ 株式会社ジブンノオト カリキュラム作成委員 山口県 

（３）行政機関・その他 

名称 役割等 都道府県名 

１ 山口労働局職業安定部 事業推進委員 山口県 

２ 山口県産業労働部 事業推進・企業連携委員 山口県 
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1-2 事業の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業推進委員会  ３回委員会（10・12・2 月） 

・YIC 学院、YIC 情報ビジネス 

・行政機関（山口労働局、山口県） 

・学識協力者（大分大学） 

カリキュラム作成委員会 

５回委員会 

（6,8,10,12,2 月） 

・YIC 情報ビジネス 

・企業（山口県情報産

業協会） 

・学識協力者（山口大

学大学院、広島女学院

大学） 

企業連携委員会 

５回委員会 

（6,8,10,12,2 月） 

・YIC 学院 

・行政機関（山口県産業労

働部） 

・団体（山口県中小企業家

同友会） 

・企業（宇部情報システム、

JR 西日本 IT ソリューション） 

調査・普及委員会 

５回委員会 

（6,8,10,12,2 月） 

・YIC 学院 

・YIC 情報ビジネス 

・企業（進研アド） 

・教育（KBC 学園、YIC

学院（京都）） 

事務局（調整・運営） YIC 学院 

・ 
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1-3 各委員の役割 

〇教育機関 

機関名 具体的な役割 

学校法人 YIC 学院 統括本部 

YIC 情報ビジネス専門学校 

 情報ビジネス科（認定課程） 

経営管理部 社会事業本部 

・全体統括管理運営（予算・進捗、目標と成果の調整、各

委員会連携、運営等）、事務局 

・実証講座実施、カリキュラム作成 

学校法人 YIC 学院（京都） 

〈専〉ＹＩＣ京都工科自動車大学校 

 自動車整備科（認定課程） 

・情報共有、調査・普及への連携 

国際電子ビジネス専門学校 

 ICT マネジメント科（認定課程） 
・情報共有、普及への連携 

以下、教育機関所属学識者 

山口大学大学院 技術経営研究科 ・カリキュラムについての助言 

広島女学院大学人間生活学部生活デザイン学科 ・カリキュラムについての助言 

〇企業・団体 

機関名 具体的な役割 

山口県情報産業協会 ・業界、企業への情報提供 

山口県中小企業家同友会 ・調査・実証の連携、各団体・企業への情報提供 

株式会社進研アド ・調査、プログラム開発についての助言 

株式会社宇部情報システム ・調査・実証の連携 

株式会社 JR 西日本 IT ソリューション ・調査・実証の連携 

株式会社ジブンノオト ・カリキュラムについての助言 

〇行政機関・その他 

機関名 具体的な役割 

山口労働局職業安定部 ・カリキュラム、企業、調査の情報共有 

山口県産業労働部 ・調査・検証の連携、各団体・企業への情報提供 
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1-4 委員会（体制整備、講座開発運営含む）の構成員 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 

１ 岡村慎一 YIC 学院監事 事業推進 山口県 

２ 河津道正 
YIC 学院理事（専門学校部長） 

YIC 情報ビジネス専門学校 校長 

◎事業推進 

カリキュラム作成 

企業連携、調査・普及 

山口県 

３ 豊田菜摘 
YIC 情報ビジネス専門学校  

教務課長補佐 

◎調査・普及 

事業推進、企業連携 

カリキュラム作成 

山口県 

４ 赤木康二 
YIC 情報ビジネス専門学校  

教務係長 

事業推進 

◎カリキュラム作成 
山口県 

５ 宮本直志 

YIC 学院 

社会事業本部 

部長 

事業推進、調査・普及 

カリキュラム作成 

◎企業連携 

山口県 

６ 小田政江 

YIC 学院経営管理 

副部長、 

経営戦略課長 

○事業推進 

カリキュラム作成 

企業連携、調査・普及 

山口県 

７ 美柑愛子 
YIC 学院 経営管理部 

地域連携事業室 室長 
企業連携 山口県 

８ 濱田和生 YIC 情報ビジネス専門学校 ○カリキュラム作成 山口県 

９ 秋葉弘貴 YIC 情報ビジネス専門学校 ◎調査・普及 山口県 

10 市橋純一 
YIC 学院 社会事業本部 

キャリアサポート室長 

事業推進 

○企業連携 
山口県 

11 三船龍 YIC 情報ビジネス専門学校 事務長補佐 
調査・普及 

カリキュラム作成 
山口県 

12 沖直彦 YIC 学院 内部監査・IR 戦略室長 カリキュラム作成 山口県 

13 飯田直樹 YIC 学院 アメーバ推進室・環境整備室長 企業連携 山口県 

14 橋本みゆき YIC 情報ビジネス専門学校 事務局 山口県 

14 白濵東風 YIC 学院 経営管理部 管理課 事務局 山口県 

15 宮原美香 YIC 学院 経営管理部 管理課 事務局 山口県 

16 中村香織 YIC 学院 社会事業本部 事務統括係長 事務局 山口県 

17 小林建次 YIC 京都工科自動車大学校 教務課長 調査・普及 京都府 

18 福代和宏 山口大学大学院 技術経営研究科 カリキュラム作成 山口県 

19 丹田桂太 大分大学 IR センター 
事業推進 

調査・普及 
大分県 
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20 大野圭司 株式会社ジブンノオト 代表取締役 カリキュラム作成 山口県 

21 鍵山昌信 
広島女学院大学 人間生活学部 生活デザイン

学科 准教授（建築士課程） 
カリキュラム作成 広島県 

22 本廣敏孝 山口県情報産業協会 事務局長 カリキュラム作成 山口県 

23 通山和男 
山口労働局職業安定部  

職業安定課 課長補佐 
事業推進 山口県 

24 東泰宏 山口県産業労働部 審議監 事業推進 山口県 

25 亀本真道 山口県産業労働部 企業立地推進課 企業連携 山口県 

26 松田龍信 中小企業家同友会 常任理事事務局長 企業連携 山口県 

27 川辺尚也 
株式会社進研アド  

専門学校事業本部 営業部 部長 
調査・普及 大阪府 

28 島袋誠友 
国際電子ビジネス専門学校 

ICT マネジメント科 
調査・普及 沖縄県 

29 松浦好宏 株式会社宇部情報システム フェロー 企業連携 山口県 

30 酒巻 誠 

株式会社株式会社 JR 西日本 IT ソリューション

ズ 

デジタル統括本部 デジタルソリューション部長 

企業連携 東京都 
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第２章 事業の内容 

2-1 事業の趣旨・目的 

経済財政運営と改革の基本方針 2023（令和 5 年 6 月 16 日閣議決定）において、成長分野への学部再編や先端

技術に対応した高専教育の高度化などによる学びの転換の促進、未来を支える高度専門人材を育成する専門学校

等の機能強化が重要課題として指摘されています。 

 一方、民間調査では、IT 関連製品・サービスを提供する IT ベンダーやユーザ企業の情報システム部門で活躍す

る IT 人材が 2030 年には 45 万人不足するとの試算もあり、地方における IT 人材不足への対応も急務です。特に、

2024 年問題も重なり、働き盛りの若者人口が少ない地方都市では、コロナ禍後の経済活動活発化に伴い人材不足

が深刻化しています。山口県中小企業家同友会では、会員企業の人材不足解消に向け、山口県と連携して採用強化

に取り組んでいます。また、山口県は産業活性化・人口減少対策として、魅力ある働き先としての企業誘致にも力を

入れています。誘致企業にとって人材採用・育成は大きな魅力となるため、地域密着型の職業教育機関との連携が

不可欠です。 

 本事業では、以上のような地域ニーズに応えるため、中小企業で働くために必要とされる「汎用的かつ多様な能

力・スキルを強みとし、協働的な働き方で ICT 技術を駆使して積極的に課題解決に取り組める人材」を育成する学科

を構築します。 

2-2 当該モデルが必要な背景について 

（１）全国的な IT 人材育成課題 

① ICT 技術の発展により、従来型の一般職としてのパソコン利用技術だけでは、就職 

先に対応できなくなった。 

②地方の中小企業においては、１つの職種に絞った人材ではなく、ビジネスと ICT 技術を複合的に融合できる人材

が不足している。 

③地方の中小企業内で、就業している社員に新規技術を習得させる時間が確保できない。 

④高校生が地元就職したい中小企業理解が不足しており、魅力ある学習内容を提供できる学部・学科がない。 

⑤情報系職種対象への地方中小企業との連携ができていない。 

 

（２）地方都市における IT 人材育成課題 

①人口減少と高齢化 

   多くの地方都市では人口減少と高齢化が進行しており、労働力不足や市場の縮小が深刻な問題となっている。 

②デジタル化の遅れ 

   デジタル技術の導入が遅れている地方企業も多く、生産性や競争力の向上に遅れ 

が生じる。 

   また、デジタル技術に興味があっても、現役社員では現状の業務が忙しく、新規の技術習得ができていない。 

③人材確保の難しさ 

   優秀な人材が都市部に流出しやすく、地方都市では専門的なスキルを持つ人材の確保が難しい。その中でも比

較的大学生は、大手企業を好む傾向にあり、専門学生が中小企業の担い手になっている。 

④企業の人材育成難 

   都市部に比べ中小企業の割合が多く、１人が担当する業務幅が広く、採用後の人 
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材育成が難しくなっている。 

 

上記の課題に対して、地方自治体や企業と専門学校が協力し合い、様々なビジネス上の課題を解決できる「デジタ

ル分野に強いビジネスパーソン」の育成と輩出する取り組みが求められている。 

また、従来の専門学校ビジネス系学科は、ビジネスマナー、簿記会計、パソコンスキル中心のカリキュラムであるが、

本モデルのような、企業のニーズとシーズを調査分析、個々のビジネス教育とデジタル・IT スキルの融合、地方中小

企業ならではの多様な業務に適応できる”課題解決型人材”を育成する実践的カリキュラム開発が求められている。 

 

（３）特に地方都市での IT 人材育成課題 

①地方における地域中小企業の IT 人材ニーズと高校生の学習環境の乖離 

   地方の中小企業は、単に IT スキルを持つ人材だけでなく、地域に根差した課題解決能力やコミュニケーション能

力、協調性などを備えた人材を求めている。しかし、従来の高校教育では、こうしたニーズに十分に応えられるカ

リキュラムがまだ整備されておらず、地方の高校生は、進学先や就職先で必要とされるスキルを十分に身につけ

ることができない状況にある。 

②高校生の進学先傾向と県内 IT 人材育成 

    令和 4､5 年度の学校基本調査によると山口県の高校生 9980 人のうち大学短大進学者が 5,479 人、うち県内進

学者が 27.4％となっており大学進学層の流出は多くなっている。 

一方で、専修学校進学は 1740 人のうち県内専門課程入学者 1260 人で 72.4％となっており地元進学傾向が高

い。県内中小企業のニーズに合う、さらに魅力あるカリキュラムで地元経済活性化の一翼を担う新学科設置が

望まれる。 

 

（４）背景をふまえた上での本事業の特徴 

①企業とともに学び成長する開発カリキュラム 

山口県教育委員会による「第 3 期山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地域経済の活性化と持続可

能な地域社会の実現に向けた取り組みが推進されています。 

（https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/19/11463.html） 

※総合戦略より一部抜粋 １．産業振興における雇用の創出（１）デジタル技術の活用による新たなビジネスの

創出、（４）地域の雇用を支える中堅・中小企業の応援、２．時代を担う人材の育成と新たな人の流れの創出・拡

大（２）若者や女性のやまぐちへの定着促進、４．時代に対応した持続可能な地域社会の形成（１）デジタルの力

を活用した豊かな社会づくり等 

上記の通り、本事業において企業と共に創る新規教育カリキュラムは、この戦略に合致した人材育成を可能にし、

地域経済の活性化と持続可能な地域社会の実現に大きく貢献します。 

②誘致企業との人材育成と採用不安減による誘致安定化 

誘致企業にとって、人材採用は大きな課題である。本事業は、誘致企業と連携して開発するカリキュラムにより

最先端の企業が求める人材を効率的に育成し、地方における採用不安を減少させ、総合戦略に掲げられた KPI 

40 件の成約向上に貢献し地域経済の活性化に寄与します。 

③YIC の最先端の募集広報ノウハウの活用 

YIC 学院において、広報マーケティング部門における戦略的ブランディングと Web マーケティングの知見と実績
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がある。そのため、対象年度の高校生が進学し学び・働きたくなる仕組みづくりを企業と連携して入学者・就職者

数安定化のノウハウを構築出来ます。 

 

 

 

 

 

 

 

  ④YIC の委託事業実績からの展開 

   令和３年度「DX 等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」において、当法人に

て「課題解決型 DX 人材育成プログラム（観光・サービス業を中心として）」として委託事業を行い、観光業界に特

化して調査を行い求職者向けの DX 人材育成プログラム開発を行なっている。この調査を根拠として、広く中小

企業のビジネス分野にて求められているユーザーサイドで活躍する人材養成を産学連動して行うことで、採用不

足にも対応する社会システムを構築します。 

     ※web サイト  https://www.yic.ac.jp/monka-itaku/2022/ 

2-3 開発講座の概要 

（１）学科・コース名 仮称「情報デザイン科 イノベーションコース」または、仮称「共創 DX 推進科」  

未来を支えるデジタルスキル、アントレプレナーや地域課題発見解決等の多彩な科目を加えた新設学科・コース 

 

（２）新設学科の目的 

ビジネス基礎知識とデジタル技術を学び、地域や企業が抱える様々な課題に対して、デジタル技術を活用して、

コミュニケーション活動により多様な発想から、地域の具体的かつ実践的な体験活動を通じて、新たな解決方策や

イノベーションを創出し、デジタル社会の実現に貢献できる人材育成を目指す。 

（３）学科新設の背景と規模 

   企業は、ビッグデータなどのデータと AI や IoT を始めとするデジタル技術を活用して、業務プロセスを改善すると

いう従来の業務の延長上だけでなく、企業が取り扱う製品やサービス、ビジネスモデルそのものを変革する。つま

り、組織、企業文化、風土を改革し、社会での優位性を確立することにある。 

従来の情報ビジネス科は、デジタル技術を活用した改善・効率化を推進する人材育成を行なってきた。今後は、

組織変革を推進する上で、デジタル技術を前提として、ビジネスモデルを変革して、新たな企業の成長・競争力強

化につなげる DX 推進者であり実践者を育成する。 

現実課題をもとに企業と学校がこれまで以上に連携して人材育成を行う 30 名を目処とした産学連携実践モデル

を作る。 

（４）．新設学科・コースについて 

 令和６年度の計画当初は、学科新設することを前提に事業を進めてまいりました。 

(人) 参考：事業年度の高校生数予測値 
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 しかし、事業を進めていく中で、地方における学科新設について、生じる様々な課題が見えてくる中、各委員の地

域環境の意見を反映して、理系学科の新設以外の方法によって専修学校の機能強化を図り、IT 人材の育成・確

保に繋がる方策を模索しています。 

 その課題を整理する中で、既存工業分野学科へのコース新設を前面に出しながらも、引き続き、新たな工業分野

としての学科新設も模索します。 

R6 計画：理系学科の新設 

R7 計画：既存理系学科内にコース新設 

 

（５）具体的な科目（案） 

※１ 本授業にそなえて、実証講座を行う科目（予定） 

※２ 企業と連携した科目（予定） 

 

現在開講している工業専門課程（情報工学科、メディアデザイン科）、商業実務専門課程（情報ビジネス科）にて

実施している学科の教育課程およびこれまでの文科省委託事業成果および現在行なっている厚生労働省委託事

業成果を参考に IT スキルを参照する。それ以外については、今後委員会の内外関係者が開発する。なお、中小企

業の現在抱える課題を企業人と学生そして教員が連携して解決するために主体的に学びを行い、実践的に取り組

んでいく学習を行うことで、実務能力となるように実習する。厚生労働省委託事業成果サイト （https://yic-

科目 1 年生 2 年生 

 情報分野 ノーコード実習ⅠⅡ、 

表計算実習ⅠⅡ、生成 AI 活用、デジタ

ルシティズンシップ、情報処理概論、 

システム演習Ⅰ 

ローコード実習ⅠⅡ、 

データベース演習ⅠⅡ、 

システム演習Ⅱ 

CMS 演習、 

業務自動化演習 

マーケティング分

野 

アントレプレナーシップ入門、 

マーケティング入門※１ 

デジタルマーケティング演習※２、 

ビジネス数学 

アントレプレナーシップ演習※２、 

データマーケティング※２、 

データ分析演習ⅠⅡ 

マネジメント分野 ビジネスマナーⅠⅡ、 

ウェルビーイング概論 

思考法、 

著作権、 

地域経済学 

インターンシップ 

PBL 入門（業務モデリング）※１※２ 

PBL※１※２ 

プロジェクトマネジメント※２、 

ビジネス法務、海外研修 

育成方法 マーケティングスキル、マネジメントスキル、IT/DX スキルを実践的課題解決学習

において、選択的融合的に用い、現実課題への取組みと産学連係による経験学

習にて修得 

https://yic-ict.com/
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ict.com/） 

 

  

https://yic-ict.com/
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（５）実践的な主な授業内容 

 ①地域産業研究 

内容 山口県や全国の地方都市が直面する具体的な課題に対して、データを活用した解決案

を提案する。 

テーマ（例） ・人材不足・採用の伸び悩みへの解決案 

・業務効率化への解決案 等 

活動の流れ ①課題分析 

 グループ内でデータを分析し、問題の原因を探る 

②解決案の提案 

 分析結果を基に、解決策を考察 

③発表 

 グループごとに解決策を発表し、他のグループや指導教員からフィードバックを受ける 

 

 ②PBL 入門（机上調査や企業訪問など） 

内容 データ収集や実際に中小企業に訪れ、中小企業が直面する課題を調査し、データに基

づいた解決案を提案する。 

訪問場所 地域（山口県内）中小企業 

活動の流れ ①調査準備 

 事前にデータや情報を収集し、調査企業や業界分野についての予備知識を持つ 

②現地訪問 

 対象企業で直面する具体的な問題 

 （人材、デジタル化など）を現地で観察・調査 

③問題分析 

 現地で得た情報を基に、問題の原因や影響を分析 

④解決案の考察 

 得られたデータと現地の観察結果をもとに、具体的な解決案を考察 

⑤報告書作成 

 調査結果と解決案をまとめた報告書を作成し、発表 

 

 ③PBL（オーダーメイド型 PBL、企業 DX 課題解決）【令和８年度 実施予定】 

内容 PBL 入門を深堀するために、業種に合わせた PBL ユニットを選択実施し、データを活用し

た課題解決案をプレゼンする。 

期間 １～３カ月程度 

対象企業 地域企業（５業種程度） 

活動内容 ①初期調査：対象企業と共同で PBL メニューを選択、決定 

②PBL ユニット実施：企業提供されたデータやオープンデータをもとに、課題の詳細な分析

を行う 

③課題解決案の提案：分析結果を基に、具体的な課題解決策を提案。後日プレゼンテー
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ションを行い、企業からのフィードバックを受ける 

 

更に、企業への地域課題および人材スキルニーズを調査から抽出し、先行している高等教育機関等の教育

課程等を調査することで、山口県内の企業を対象としたカリキュラム・人材像を設定していく予定である。なお、

内外の人材および企業および学校と連携して、内部保有教育資源を補完する形で運用を可能とし、変化スピー

ドの速い社会に対応するために、オンラインによる教育環境の整備と学習そのものを DX 化することで、体験的

な学習（いかに学ぶか）により、学び続ける主体的なリスキリングマインドを養成することを検討している。 

2-4 計画の全体像 

３か年間の事業計画は以下の通り 

【１年目】 令和６年度 

（１）事業実施体制の構築(10 月～） 

   各３回委員会実施（ハイブリット形式） 

・事業推進委員会 

・カリキュラム作成委員会 

・調査・普及委員会 

・企業連携委員会 

   事務局にて調整して運営 

（２）「調査・普及」 

・中小企業・誘致企業人材ニーズ調査  （アンケート調査） 

・中小企業・誘致企業人材ニーズ調査  （ヒアリング調査） 

・中小企業・誘致企業事業説明・協力依頼   

・高校生地域進路意識調査 （アンケート調査） 

・高校生地域中小企業説明会実施 

・専門学校生地域就職意識調査 （アンケート調査、ヒアリング調査） 

（３）「カリキュラム作成」 

・大学・専門学校等文献調査 

・年限・カリキュラム案作成 

    （科目名・時間数・おもな学習内容・目標） 

（４）「企業連携」 

・連携中小企業・誘致企業選定 

・連携内容検討 

（５）「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・年間報告書 作成 

・ホームページ作成     （ポータルサイト新規作成含む） 

 

【２年目】 令和７年度 
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（１）事業実施体制の構築(６月～） 

  各５回委員会実施（ハイブリット形式） 

  ・事業推進委員会 

  ・カリキュラム作成委員会 

  ・調査・普及委員会 

  ・企業連携委員会 

  ・事務局にて調整して運営 

 

（２）「調査・普及」 

・連携高校・学校体験会 開発 PBL 体験実証講座（アンケート調査） 

・連携高校（高校生 PBL 実証対象高校）開拓と交渉 

・高校生対象 カリキュラム・学科説明 PR 動画作成 

・海外教育情報整理 

 

（３）「カリキュラム作成」 

・一部科目別シラバス・コマシラバス作成 

・一部教材（動画含む）作成 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 実施 

 

（４）「企業連携」 

・連携中小企業、誘致企業連携先の開拓と交渉（高校生 PBL 実証対象企業を含む） 

・海外研修先視察選定交渉 

 

（５）「成果報告等」 

・学科説明用動画、学科説明用プレゼン資料 

・シラバス・コマシラバス・教材作成   

・年間報告書 作成 

・新設学科コース申請書 作成準備 

・ホームページ作成（データ更新、内容充実） 

 

【３年目】 令和８年度 

（１）事業実施体制の構築(６月〜） 

  各３～４回委員会実施（対面とオンラインによるハイブリット形式） 

  ・事業推進委員会（４回） 

  ・カリキュラム作成委員会（４回） 

  ・調査・普及委員会（３回） 

  ・企業連携委員会（３回） 
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  事務局にて調整して運営 

 

（２）「カリキュラム作成」 

・一部科目別シラバス・コマシラバス作成、改訂 

・一部教材（動画含む）作成、改訂 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 実施 

 

（３）「企業連携」 

・連係中小企業、誘致企業（PBL、企業実習実証企業） 

・企業対象学科説明会 

 

（４）「調査・普及」 

・連携高校・学校体験会 開発 PBL 体験実証講座（アンケート調査） 

・連携高校（高校生 PBL 実証対象高校）開拓と交渉 

・高校教員・保護者対象 カリキュラム・学科説明 PR 動画作成、改訂 

・ビジネスアイデア等コンテスト情報収集整理 

 

（５）「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・成果報告書 作成 

・新設学科コース申請書 提出 

・ホームページ作成（データ更新、内容充実） 
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第３章 今年度の具体的活動内容 

3-3 実施した調査 

３－３－１ PBL 授業体験ワークショップ 

１．目的 

本講座は、地方創生のデータ分析ツール「RESAS（地域経済分析システム）」

を活用し、高校生が地域（観光業）の現状と課題をデータから理解し、解決策

を考えることで、「データ活用×課題解決型学習（PBL）」を体験することを目

的とする。また、本校が推進する「調査・普及事業」における PBL 体験モデル

の実証とし、高校生の地域理解・進学意欲・職業観形成に繋げる。 

２．実施概要 

実施日 ①2025 年 12 月 6 日（土）      ②2025 年 12 月 13 日（土） 

対象 YIC 情報ビジネス専門学校 入学予定者（入学前研修（任意）） 

オープンキャンパス参加高校生 

実施時間 90 分（講義＋PBL ワーク） 

会場 YIC 情報ビジネス専門学校（PC 室） 

担当 講座教員；赤木、濱田  （調査普及委員会；豊田） 

協力：観光業界企業、観光コンベンション協会 

使用ツール RESAS、Google スライド、Google フォーム（アンケート） 

参加人数 各回 約 15～20 名 

３．講座構成（90 分） 

時間 内容 形式 担当 

10:30〜 オリエンテーション・テーマ説明「観光業界の今と課題」 講義 教員 

10:40〜 RESAS 操作体験① ― 山口県・観光入込客データの見方 実習 サポーター 

10:55〜 グループ分析「データで見る観光客数の変化」 PBL ワーク 協力企業 

11:25〜 課題発見と仮説づくり「観光業の課題をデータで説明する」 グループ討議 協力企業 

11:40〜 解決策プレゼン（1 グループ 3 分） 発表 各班代表 

11:55〜 振り返り・アンケート（Google フォーム） 記入 教員 

４．学習到達目標 

・データを活用して地域課題を分析する力を養う 

・チームで協働し、観光業の課題と解決策を考える経験を得る 

・専門学校での学びの実践的側面を理解し、進学意欲を高める 

５．成果物・評価 

成果物 アンケート結果報告書 

評価方法 ・講座満足度（5 段階） 

・理解度（事後アンケート） 

・地域課題への関心度変化（クロス集計） 

分析担当 調査・普及委員会（結果は次回委員会にて報告・反映） 

６．安全・運営体制 
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・事前に PC・ネットワーク環境確認 

・サポート学生 2 名を配置（操作・発表支援） 

・個人情報（アンケートデータ）は集計後匿名化して保存 

７．今後の活用・普及 

・当日の成果スライド・アンケート結果をまとめ、「調査・普及委員会報告書」および「事業成果報告書」に掲載予定 

・同内容を連携高校での出張講座として展開予定（2026 年 4 月） 

 

３－３－２ 高校生地域中小企業説明会 

PBL 授業体験ワークショップへの参加者を対象に講座の理解度や関心を確認するンケート調査を実施した。本講座

は、地方創生のデータ分析ツール「RESAS（地域経済分析システム）」を活用し、高校生が地域（観光業）の現状と課

題をデータから理解し、解決策を考えることで、「データ活用×課題解決型学習（PBL）」を体験することを目的とする。

また、本校が推進する「調査・普及事業」における PBL 体験モデルの実証とし、高校生の地域理解・進学意欲・職業

観形成に繋げることを目指す。 

 

３－３－２説明会概要と告知状況  

（1） 調査手法 

PBL 授業体験ワークショップ終了後、Google フォームにてアンケート調査を実施した。 

（2） 調査対象 

PBL 授業体験ワークショップ参加者。 

（3） アンケート実施（内訳） 

対象 山口県内の高校生 

合計 15 名 回答数 15 件 

（4） 調査日程 

令和 7 年 12 月 6 日（土）、12 月 13 日（土） 

（5） 回収結果 

有効回答数 15 件（有効回収率 100％） 

3－2.アンケート調査項目  

基礎情報 

①学年     ②進路希望 

地域就職意識 

③将来、地元（地域）で進学・就職について 

④地元企業のイメージ 

⑤就職先を選ぶときに重視する点 

IT分野・学科への関心 

⑥IT分野（PBL・データ分析・マーケティング・アプリ開発・AIなど）への興味 

⑦ITに関する学びや経験 

⑧IT関する内容で学んでみたいこと 

⑨IT分野を学習する必要性 

PBL 授業体験ワークショップ参加の意識変化 

⑩PBL授業体験ワークショップ体験前に、地域の企業と一緒に学ぶことへの印象 
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⑪PBL授業体験ワークショップに参加してみて、この授業への興味 

⑫PBL授業体験ワークショップ体験中に積極的に発言などできたか 

⑬解決するために、自分で工夫したことや、考えたこと 

⑭PBL授業体験ワークショップで分からなかったことやもっと体験したかったこと 

 

３－３－３ 高校生向け PBL 体験講座 関連団体・企業向けアンケート調査 

（１） 調査概要 

• 講座テーマ：RESAS を活用した「観光業界の抱える問題」探究 

• 調査対象：協力企業５社（一般財団法人山口観光コンベンション協会 加盟団体） 

• 実施日：2025 年 12 月 6 日（土）、12 月 13 日（土） 

• 調査手法：Google フォームにてアンケート調査 

• 調査回答数：５件 

• 目的：地域中小企業と連携した IT 担当者育成・採用促進モデル開発に向け、PBL 体験実証の教育的効果と企業側

のニーズを検証する 

• 調査項目： 

  PBL 体験講座全体の満足度（５段階評価、１～５の範囲で５が最高点）、 

  講座の企画・運営（時間配分等）（５段階評価、１～５の範囲で５が最高点）、 

  参画にあたっての負担感（５段階評価、１～５の範囲で５が最高点、３＝適切） 

（２） 調査結果、講座満足度および企画評価について 

協力企業アンケートによる調査結果と評価は以下の通りである。 

 

• PBL 体験講座全体の満足度：平均 4 点 

A 4 

B 3 

C 5 

D 4 

E 4 

平均 4 

 

• 講座の企画・運営（時間配分等）：平均 5 点 

A 5 
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B 5 

C 5 

D 5 

E 5 

平均 5 

 

• 参画にあたっての負担感：平均３.２点（適切） 

A 3 

B 3 

C 3 

D 4 

E 3 

平均 3.2 

企画・運営面では最高評価を得ており、専門学校が主導する産学連携の枠組みが企業にとっても受け入れやすい体

制であったことが示された。 

 

（３） 教育的効果と採用・連携への意識 

高校生がデータ（RESAS）を活用して課題解決に挑む姿に対し、企業側は高い将来性を感じている。 

• 高校生の将来性への評価：課題解決に挑む姿に「可能性を感じた」 

• 地域産業の魅力発信への有効性：「非常に思う」 

• 将来の IT 担当者としての採用意欲：「是非採用したい」 

• 今後の継続的な協力意欲：「積極的に参加したい」 

今回の取組を通じて、企業側は「高校生が地元企業や地域産業の魅力を知る機会」として本講座が非常に有効であ

ると認識している。また、IT スキルを持つ人材への需要は高く、将来の採用直結に向けた期待も大きい。 

 

（４） 自由記述意見および改善点 

協力企業からのフィードバックに基づき、今後の課題を以下にまとめる。 

• 学生の主体性向上：入学前の学生ということもあり、まだ課題を「自分ごと」として落とし込めていない面が見受けら

れた。 

• 継続的な関係構築：単発の講座に留まらず、継続的に地域企業と学生が関わりを持つ仕組みづくりが重要である。 
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（５） まとめと今後の展望 

本調査により、企業側は PBL 講座の教育的価値と地域理解の促進効果を高く評価していることが確認された。特に、

深刻な人手不足に直面している観光業界において、IT の力（DX）で課題を解決できる人材への期待は極めて高い。 

今後は、学生がより主体的に取り組めるよう「企業が抱える具体的かつ実務的なお題（ニーズ）」の提供をさらに深

め、2026 年 4 月からの本格的なカリキュラム展開や高校への出前講座へと繋げていく。 

 

 

３－３－４ NFTE 世界青年起業家チャレンジ 2025 視察に関する調査 
1 視察目的 

米国ニューヨークで開催される「NFTE 世界青年起業家チャレンジ 2025」への視察を通じて、米国のアントレプレナー

シップ教育の実態を調査し、YIC 情報ビジネス専門学校で開発中のアントレプレナーシップ教育プログラムの改善・充

実を図るため、専門的な視点から調査報告書を作成することを目的とする。 

 

2 視察実施概要 

実施期間：2025 年 11 月 17 日（月）～11 月 20 日（木）             

・訪問国・地域：米国・ニューヨーク           

・視察先：World Youth Entrepreneurship Challenge（WYEC） 、Network for Teaching Entrepreneurship (NFTE) 

Headquarter 

・視察者：学校法人 YIC 学院 理事長 井本 浩二、統括部長 小田 政江、 地域連携事業室室長 美柑 愛子 

株式会社キャリアリンク  プロジェクト統括マネージャー 小池紗也香   

＊株式会社キャリアリンクは、訪問先である教育 NPO のグローバルパートナーであり、グローバルなキャリア教育

関連のコンサルティング・コーディネートを行っている立場で同行  

Ⅱ．視察内容 

視察対象の情報 

団体情報 

・正式名称: Network for Teaching Entrepreneurship(NFTE)   

・設立年: 1987 年  

・設立者: Steve Mariotti  

元ニューヨーク市の公立学校で教師を務めたのち低所得地域の若者に起業家教育を届ける目的で NFTE を創設  

・本拠地: 120 Wall Street, 18th Floor, New York, NY 10005, 米国  

・組織形態: 非営利団体  

・現在の CEO： J.D. LaRock  

・ミッション： 「すべての若者にアントレプレナーシップ教育の力を届け、それぞれの望む未来を切り拓く力を持てる

ようにする」（報告者訳）  

・公式 URL: https://nfte.com/  

NFTE の提供するプログラム形態  

・学校内教育課程内授業 (in-school)  
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・放課後プログラム／地域団体との連携 (out-of-school)  

・サマーキャンプ形式 (BizCamps)  

・オンライン／ハイブリッド形式  

・その他 大学・青年向けプログラム   

NFTE の提供するプログラムに共通するポリシー  

・単にビジネス手法を教えるのではなく、マインドセットを育てる 

・教室での講義だけでなく、実践 (ビジネスアイデアの立案・検証・ピッチ)、メンターやコミュニティとの協働、実際の

ビジネス/就労を通じた学びを組み込む、実践型教育 (project-based learning)であるエ）実績  

・設立以来、世界中で 200 万人以上の学生に何らかのプログラムを提供  

・卒業生(Alumni)の 80％が大学学位取得や専門資格の取得/取得中で、25％が一度は実際にビジネスを立ち上

げ、多くがシリアル起業家として活躍している 

・日本国内では、2021 年度より株式会社キャリアリンクをパートナーとし、2024 年までの 4 年間、広島県教育委員

会が全県立商業高校、一部専門高校、総合高校にて実施した 

組織構成  

・教育者（教師）、カリキュラム開発者、プログラムマネージャー、就労支援専門家など、多様な専門性を持つスタッ

フが在籍する  

・ボード (理事会) や地域リーダー、企業・コミュニティリーダー、有識者など、ビジネス／教育／地域をつなぐ多様

なステークホルダーが参画している  

資金・支援体制寄付 (個人寄付)、企業や財団からの支援、パートナー団体との協働を通じたカリキュラム提供・コン

サルティング費など、多様な資金調達資源を持つ。卒業生や教育者向けには、設立者の名前を冠した Steve Mariotti 

Legacy Fund を通じた資金援助やサポートも行っている  

 

今回視察したプログラムの概要 

プログラム名称  

正式名称: World Youth Entrepreneurship Challenge（WYEC）2025  

プログラム実施目的  

・若者に国境を越えたアントレプレナー教育の機会を提供すること 

・社会課題の解決に挑む若者を発掘、支援すること  

・アントレプレナーマインドセット（Entrepreneurial Mindset）を育成すること  

・マインドセットにリンクする問題発見力、実行力、創造性、適応力、コミュニケーションなど、未来のキャリアに不可

欠なスキルの獲得を促すこと  

・グローバルネットワークの構築を促すこと 

ウ）プログラム概要  

・主催団体：Network for Teaching Entrepreneurship（NFTE）  

・対象者：世界各国の NFTE 参加学生およびパートナー団体から選抜された 15〜22 歳の若者  

・開催形式：3 日間の対面プログラム（ワークショップ、コーチング、ネットワーキング、最終ピッチコンテスト）  

・開催場所： 18 日、19 日および 20 日午前  UBS Conference Centre  

20 日午後（決勝）Delegate's Dining Room, United Nations  
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・参加国・人数（2025 年実績）：13 か国、計 34 名の学生が参加  

・公式 URL：https://nfte.com/carla-mcdonnell-of-foroige-ireland-winsnfte-world-youth-entrepreneurship-

challenge/ 

 

 

各日のプログラムのハイライト（抜粋） 

①学びの日（Learning）  

会場は NFTE のスポンサーでも

ある UBS（スイスを拠点とする多

国籍投資銀行および金融サービ

ス企業）の Madison Avenue に位

置するオフィス。  

ホテルから地下鉄と徒歩で移

動。グローバル企業の荘厳なエ

ントランスに圧倒される一同。

「一流のビジネスの場」を会場に

する演出も、参加する学生にとっ

てインパクトが大きい。  

 Photos by Joseph Spiteri Photography          ＊上記写真のみ、報告者による撮影  

 

初日は、お互いを知るための交流を目的としたワークショップや、NFTE ならではのゲストを迎えた充実のレクチャー

など、各国の代表者たちの知的好奇心や探究心を刺激するインプットとアウトプットが詰め込まれた一日であった。  

会場到着後、朝食を共に取りながら交流を深める学生たち。各国のチームにとどまることなく、各テーブルが多国籍。

英語でコミュニケーションをとる。今回、通訳が帯同したのはイスラエルチームのみ。  

 

 

NFTE と UBS の挨拶に続き、ピッチバトルと称したワークショップ（オリジナルのレストランを企画する）を混合チームで

実施。  

その後、若手起業家の Ethan Kamat 氏と、その父で医師の Dr. Vinay 氏を迎えたレクチャーが続いた。学生は経験者

に積極的に質問し、アドバイスを求めていた。  

今後のアントレプレナーに必要な知識として、AI に関するレクチャーも実施され、学生たちはこれからのビジネスの基

盤となる先進技術に関する学びを得た  
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決勝大会のスタートには、NFTE の CEO J.D. Rock の挨拶、NFTE グローバルチームの挨拶のあと、MC は NFTE 卒

業生で起業家にバトンタッチされ、彼女自身の若手起業家としての経験談も交えて進められた。  

 

   

   

アイルランド、ベトナム、メ

キシコの順番に発表、６名

の審査員が、具体的な課

題解決策（プロダクトやシ

ステムなど）や、今後のビ

ジネスの展望などへの質

問があった。  

  

 

決勝の審査の間は、今回

参加した全チームの代表

がステージに上がり自分た

ちのビジネスの紹介をし、

お互いを称えた。  

  

2025 年のチャンピオン

に輝いたのは、アイル

ランドから参加した 16

歳の Carla McDonnell

さん。彼女が発表した

事業「Vax Chill」は、家

畜用ワクチンの冷却・

保存に苦労する農村部

の畜産農家の課題に向

き合ったソリューション。

両親が営む農場で育

ち、身近でその苦労を見てきたからこその身近な課題感から来るアイデアと、世界的な食糧生産に関する社会的イン

パクトとビジネスの可能性を訴え、その実効性と展望が評価された。5 優勝賞金は５,０００ドル。応援にかけつけてい

た父親と、サポートしてきた担任の先生も抱き合って喜んだ。決勝の様子はこちらでも公開されている：

https://youtu.be/e6APKskUcWA  

 

まとめ 

視察からの学び、成果を踏まえ、以下のようなカリキュラム展開を検討予定： 

段階的な育成: 1 年次で「思考法」2 年次で「実践（企業連携）」へ移行 

明確なインセンティブ: 「上位 3 チームが NFTE 検討」明確な選抜基準 

強固なバックアップ: 山口県中小企業家同友会との「産学連携協定」を基盤にした机上の空論ではないリアルな課題

解決学習（PBL）を担保したい 

 

  

  

  

  

https://youtu.be/e6APKskUcWA
https://youtu.be/e6APKskUcWA
https://youtu.be/e6APKskUcWA
https://youtu.be/e6APKskUcWA
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3-4 実施した実証講座の内容  

  ３－４－１ 地域産業研究 
実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の１年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和７年６月～９月（５～１０コマ程度） 

実 施 手 法 山口県や全国の地方都市が直面する具体的な課題に対して、ビックデータを活用した解決案を

提案する。 

①ビックデータ概論から学習をはじめ、例題として小売業のビックデータ活用を学習する 

②地域経済分析システム（RESAS）などを用いて、現状分析と解決策を考察する 

③グループ単位で解決策を発表し、他グループや指導教員からフィードバックを受ける 

 

３－４－１ 実証講座 「地域産業研究」報告 

１．講座について 

講座名 講座内容 講師 

RESAS 出前講座 8 月 7 日 RESAS 使い方講座 中国経済産業局 

地域産業研究 

1 回目 8 月 8 日 

1 情報に対する理解を深め、情報分析の考え方 

を理解する 

2 情報収集演習（RESAS 活用） 

講師：竹元 

補助：赤木、濱田 

地域産業研究 

２回目 9 月 3 日 

1 帰納法の枠組みを使って仮説を証明する 

ロジックをつくりあげる。 

2 課題設定と解決策考案（プレゼンツール使用） 

講師：竹元 

補助：赤木、濱田 

地域産業研究 

３回目 
9 月 8 日 

１ プレゼンテーションに向けて考えてを正しく伝えるため

に心得 

２ 学習成果の発表 

講師：竹元 

補助：赤木、濱田 

 

２．受講者属性 

学科 情報ビジネス科 理系転換対象学科 

学年 1 年生  

年齢 18 才～19 才 既卒なし 

人数 16 名  

分野知識 入学以後の知識学習 なし 

 

３．事前確認テスト・事後確認テスト 

 今回の講座の教材をもとに、NotebookLM で問題を 15 問作成し、各設問は 4 択にしている。16 問目は事後のみの

出題とし、RESAS で得られるグラフを取り出してアップロードする。 

 確認テスト設問 

問 1 データと情報について、データは「素材」に例えられますが、情報はデータにどのような加工を施し、何に

例えられる関係にあると説明されていますか？ 

問 2  売上高、顧客数、年齢、アクセス数など、数値で表せる客観的な情報は、情報の種類のうち何と呼ばれ

ますか？ 

問 3  顧客の感想、インタビュー内容、製品の使い心地など、数値化できない言葉や感情、意見、印象などの

情報は、情報の種類のうち何と呼ばれますか？ 

問 4  研究者自身が直接得た、オリジナルで具体的な情報を、情報源による分類で何と呼びますか？ 

問 5  一次情報を基に、解説や分析、解釈が加えられた情報を、情報源による分類で何と呼びますか？ 
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問 6  情報分析の基本ステップにおいて、分析を開始する前に「何のために分析するのか」を明確にすること

は何と呼ばれますか？ 

問 7  情報分析の基本ステップのうち、収集したデータを「欠損値の補完、データの形式変換、不要なデータ

の削除」などにより、分析に適した形に整える段階を何と呼びますか？ 

問 8  分析の目的を達成するために、「売上が伸び悩んでいるのは、価格が高いからだ」のように、分析の結

果について事前に立てる推測のことを何と呼びますか？ 

問 9  ビジネスにおける情報分析の意義として、問題や課題の把握、将来の意思決定の他に、限られた情報

から「おそらくこうだろう」と仮の答えを立てて検証することは何と呼ばれますか？ 

問 10  地方創生の情報支援として、地域経済に関する官民の様々なデータを地図やグラフ等で「見える化」し、

地域の課題発見や解決策検討を後押しするシステムは何ですか？ 

問 11  個別具体的な事例や観察結果から、共通点やパターンを見出し、それらを一般化して普遍的な法則や

結論を導き出す思考法を何と呼びますか？ 

問 12  一般的・普遍的な法則や前提（ルール）から出発し、それを特定の事例に当てはめることで、必然的な

結論を導き出す思考法を何と呼びますか？ 

問 13  与えられた情報や状況から、「おそらくこうだろう」という仮の答え（仮説）を立て、それを検証することで、

問題解決や意思決定を効率的に進める思考法を何と呼びますか？ 

問 14  文章や図、グラフなど、様々な形式で提示された情報を正確に理解し、専門用語や概念を文脈の中で

把握する力を、「情報を読み解く思考力」の一部として何と呼びますか？ 

問 15  現代社会において、情報の真偽や信憑性を評価し、フェイクニュースや誤情報を見抜き、鵜呑みにしな

いために不可欠な思考力は何と呼ばれますか？ 

問 16 

事後の

み 

RESAS を用いて山口県の観光業（ホテル・旅館）の現状についてデータから気づきを一つ上げの回答フ

ォームに入力しなさい。（記述式） 

 

 

    分析のまとめ 

このグラフから言えるのは： 

全体を俯瞰すると、ほとんどの受講者で事後テスト（オレンジ）が事前テスト（青）を上回っており、教育的なアプローチ

や学習の成果が一定数出ていることが読み取れる。 

事前平均 10.0 点 に対し、事後平均は 12.5 点 となっており、上昇率は 112.5%（12.5%増）上昇。教育的に明確な成

果があったと言える。 

※事後テストで事前テストの得点がほとんどの受講者で増えたことで授業やトレーニングが一定の学習効果をもたら

したが、事後テストが事前テストを下回る受講者も存在しており「全員一律の理解」ではなく、学習効果に個人差が残

っているとも読める。  
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４．受講アンケート結果 

No 設問 

平

均 

1 講師の説明は分かりやすかったですか？ 4.5 

2 講師の話すスピードやテンポは適切でしたか？ 4.6 

3 「データ」と「情報」の違いについて理解できましたか？ 3.8 

4 「定量情報」と「定性情報」の種類と特徴について理解できましたか？ 3.4 

5 

情報分析の基本ステップ（目的明確化、情報収集、情報の加工、意味の読み取り、分析結果のアウトプ

ット）について理解できましたか？ 

3.9 

6 「帰納法」と「演繹法」の概念について理解できましたか？ 4.1 

7 「仮説思考」の重要性と進め方について理解できましたか？ 4.3 

8 RESAS（地域経済分析システム）の基本的な操作方法について理解できましたか？ 4.6 

9 

RESAS で提供されている様々なマップ（例：人口マップ、観光マップ、産業構造マップなど）の種類とそ

の分析用途について理解できましたか？ 

4.4 

10 地域課題の発見やその解決策の検討において、RESAS がどのように役立つか理解できましたか？ 4.4 

11 本講座を通じて、データに基づいた地域課題の特定能力が向上したと感じますか？ 4.1 

12 本講座を通じて、情報を論理的に分析し、解決策を考察する能力が向上したと感じますか？ 4.0 

13 地域産業研究や地方創生に対する関心や理解が深まりましたか？ 4.3 

14 マーケティング分野に関する興味を引き出せたと感じましたか？ 4.4 

15 本講座の構成（座学＋実習＋グループワーク）は適切でしたか？ 4.2 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考察 

・全体の約 78％が「4 点以上」を占めており、受講者の満足度・理解度は高い傾向が見られる。 

・5 点評価（非常に良い）も 35％と多く、講義内容や講師の説明が多くの学生に肯定的に受け止められている。 

・3 点以下の回答も 1 割未満ながら存在しており、一部の受講者が内容の難しさやテンポに課題を感じた可能性があ

る。 

・総合的に見ると、講座構成・説明内容・理解度のいずれも高評価である。  
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５．グループワークのまとめ 

4 グループ 4 人～5 人のチームで山口県の観光情報について RESAS を用いて観光情報を調査し情報を抽出各チー

ムでテーマを設定、課題設定と解決策提案のプレゼン資料を作成し、5 分のプレゼン発表を実施。 

---------------------------------------------------------------------------山口県観光交通改善計画 

課題  

移動に時間がかかり限られた時間で複数の場所を巡るような「小回りの利く観光」が難しい 

解決  

観光タクシー導入、免許がない観光客でも時間を有効に使い、行きたい場所に柔軟にアクセスでき観光全体の満足

度向上が期待できる。 

      

-----------------------------------------------------山口県が観光客を増やすために 取り組むべき課題 

 課題  

山口県内の観光地は地理的に広く分散しており、「観光地がバラバラにあり効率的に巡ることが難しい」 

解決  

観光周遊バスの導入 主要な交通結節点や観光拠点を効率的に結ぶ専用の「観光ルートバス」 

   

---------------------------------------------------------------山口県の観光ツアーと交通面の改善案 

課題  

観光客の「滞在期間の短さ」宿泊客の約半数が 1 泊のみで県を離れている。広島県では 1 泊と 2 泊の旅行者の割

合が同程度であるのに対し、山口県は 1 泊に大きく偏っている。 

解決  

観光客に「泊まりたい」と思わせる２泊３日の体験型ツアーを提案 

１日目 元乃隅神社 

- 『天に届く賽銭箱』への挑戦：他では決してできない、ユニークで記憶に残る体験を提供。 

１泊目 長門市周辺  1 日目の元乃隅神社と 2 日目の萩の中間地点に宿泊することで 1 泊を促す。 

2 日目～3 日目  萩城下町・松下村塾 

- 歴史と文化の探訪：歴史的な街並みを散策し、日本の近代化の原点に触れることができる。 

     

-----------------------------------------------------------------------山口県の観光活性化ポイント 

課題  

他県に比べて滞在期間が短くい。比較対象を大分県にした。 

大分県は、2 泊、3 泊と滞在期間が長く、複数泊の宿泊者数が多いので、温泉による湯治で長い滞在と推察 

山口県では、公共交通機関の利便性と新幹線アクセス本数により日帰り客が多く短期滞在傾向に偏る。 

解決  

山口県の「ご飯屋さん」とかを動画リールを活用することで山口県外の方々に対し SNS で認知をひろげていく。 
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６．実証講座講師総評 

（１）主張を裏付ける具体的なデータの提示方法に大きな改善の余地がある 

（２）日常会話にありがちな「多い・少ない」「良い・悪い」といった抽象的な表現から脱却し、客観的な数値や比較デー

タを活用して、具体的かつ論理的な議論を展開することの重要性 

（３）山口県を中心とした広域観光モデルの着眼点は高く評価するが SNS 活用といった一般的な解決策は、より具体

的な実行計画が必要 

（４）課題の根本原因を「なぜ」と 3 回掘り下げる分析アプローチを取り入れる。 

（５）根拠となるデータを明確に示し、「木（詳細）と森（全体像）」をつなぐことで、説得力のあるロジックを構築すること

が重要。 

------------------------------------------------------------------- ------------------------- 

1）抽象的表現から具体的データへの移行 

プレゼンテーションにおける課題「データの示し方」が挙げられた。多くの発表が「魅力が少ない」「アクセスが悪い」

といった抽象的な表現に留まっており、その主張を客観的に裏付ける根拠が不足していた。日常会話の 8 割は『多

い・少ない』『良い・悪い』といった抽象的なものだが、ビジネスプレゼンテーションでは、具体的な数値で示すことが不

可欠である。 

① 具体化の実践例 

「山口県は横に広い」と言うのではなく、「山口県の幅は 120.8km で、広島県の 119.8km と比較しても広い」といっ

た具体的な数値を示す。「移動に時間がかかる」ではなく、「移動には X 時間 X 分かかる」と明示する。 

② 課題認識とデータ提示の乖離 

魅力の再発見」「アクセスの改善」「観光地との連携」といった的確な課題認識（気づき）はあったものの、それらを

具体的なデータで示す段階まで至らなかった点が惜しまれる。 

------------------------------------------------------------------- ------------------------- 

2.）データ活用の重要性と実践方法 

説得力のあるプレゼンテーションは、データを効果的に活用し、聴衆に「なぜそう言えるのか」を明確に伝える。 

① データの視覚的提示 

2 グループのプレゼンでグラフが用いられたが、すべてのグループが積極的に活用すべきである。 

② 比較データの活用 

主張の説得力を高めるために、他県との比較データを提示することが推奨された。 

③ 聴衆への配慮 

初めて情報に触れる聴衆にとっては、データがなければ「本当に多いのか」「なぜ少ないのか」が理解できない。

データは、共通の理解基盤を構築するためのツールである。 

④ 根拠の明確化 

すべての主張は、「ほら、こんなデータが出ているでしょう」と示せるような、明確な根拠（ファクト）に基づいて構築

されるべきである。 

 

------------------------------------------------------------------- ------------------------- 

3）アイデアへの評価と発展 

アイデアには優れた点があったものの、具体性の面でさらなる深化が求められる。 

【高く評価された視点】 

山口県をハブとした広域観光: 「山口を拠点として、各地域に 1 時間半で動ける」という着眼点は、「非常に面白い」

と高く評価。 
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① 発展案 

このアイデアを具体化するために、山口県を中心点とし、長門、下関、岩国などへ矢印を伸ばし、「そこで何

を見るのか」まで落とし込んだモデルプランを視覚的に示すことが提案された。 

② 点の線化 

このアプローチは、個々の観光地（点）を、意味のあるストーリー（線）でつなぐ作業であり、価値を大きく高

める。 

【改善が求められる提案】 

① SNS 活用の具体化 

「インターネットの活用」や「SNS での発信」は、現代のビジネスプランにおいて頻出するが、それだけでは不

十分である。膨大な情報が発信される中で、「何を、どうやって、具体的にどの部分で」発信するのかを明確

にする必要がある。 

------------------------------------------------------------------- ------------------------- 

4）問題分析の深化 「なぜなぜ分析」の推奨 

表面的な問題解決に留まらず、その根本原因を探るための思考法として、一つの問題に対して「なぜ」を 3 回繰り

返すアプローチ。 

① タクシー運転手不足の事例 

・表面的な問題: 夜にタクシーが捕まらない。 

・掘り下げた原因: 根本には深刻な運転手不足がある。広島のタクシー会社では、かつて 150 台の車両を 2 人体

制で昼夜稼働させていたが、現在は 75 台中 30 台しか稼働していない。 

・教訓: 一つの事象の背景にある構造的な問題を理解することが、実効性のある解決策につながる。 

------------------------------------------------------------------- ------------------------- 

5）結論 ロジック構築と効果的な伝達 

優れたプレゼンテーションとは、詳細な事実と全体像を往復し、強固なロジックを構築する。 

「木を見て森を見て、森を見て木を見る」: この比喩は、具体的なデータ（木）と、それが示す全体的な傾向や文脈（森）

の両方を把握し、両者をつなげることの重要性を示している。 

ロジックの構築: 「木」と「森」が結びついたロジックに基づいて構成された話、文章、提案は、受け手により深く伝わ

る。 

実証講座の様子 

 

【RESAS 出前講座】 

 

【地域産業研究】 

 

 

【成果発表】 
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３－４－２ PBL 入門（机上調査や企業訪問など） 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の１年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和７年１０月～令和８年２月（５～１０コマ程度） 

実 施 手 法 データ収集や実際に中小企業に訪れ、中小企業が直面する課題を調査し、データに基

づいた解決案を提案する。 

①調査準備：事前にデータや情報を収集し、調査企業や業界分野についての予備知

識を習得 

②現地訪問：対象企業で直面する具体的な問題（人材、デジタル化など）を現地で観

察・調査 

③問題分析：現地で得た情報を基に、問題の原因や影響を分析 

④解決案の考察：得られたデータと現地の観察結果をもとに、具体的な解決案を考察 

⑤報告書作成：調査結果と解決案をまとめた報告書を作成し、発表 

実証講座 「ＰＢＬ入門」報告 

１． 講座について 

⚫ 現状の可視化： 提供データから企業の売り上げ傾向を読み解くためにグラフ化する。 

⚫ 相関の発見： 自社データと外部環境（オープンデータ）を比較分析する。 

⚫ 論理的提案： 抽出された課題から仮説を立て、根拠ある提案を構築する。 

２． 講座日程 

講座名 実施日 講座内容 担当部署 

フィールドワーク 
11 月 17 日 

11 月 19 日 

仁保の郷レストラン「饗」 

アルク小郡店 

カリキュラム作成委員会 

企業連携推進委員会 

ＰＢＬ入門 

1 回目 
12 月 14 日 

フィールドワークの発表 

企業での販促について 

企業提供のデータ分析 

カリキュラム作成委員会 

丸久、いちやなぎ 

ＰＢＬ入門 

２回目 
1 月 14 日 

分析データ可視化（kintone、Excel） 

オープンデータの抽出 

（ドルフィンアイ、RESAS、ウレコン） 

カリキュラム作成委員会 

 

ＰＢＬ入門 

３回目 1 月 21 日 
プレゼン資料準備 

PBL 発表会 

カリキュラム作成委員会 

 

３．受講者属性 

学科 情報ビジネス科 理系転換対象学科 

学年 1 年生  

年齢 18 才～19 才 既卒なし 

人数 16 名  

分野知識 入学以後の知識学習 
実証講座：地域産業研究受講済 

Excel、kintone 受講済み 

４．分析データについて 

(ア) いちやなぎ 

期間：８月（開店）～１１月にかけての販売データ 

営業時間：ランチ営業：１１時～１４時 カフェ営業：１４時～１６時 

内容：レストランでの飲食売上データ 

データ件数：約 1 万 4 千件 

(イ) 丸久 

期間：１１月 

店舗：３店舗（葵店、小郡店、山口中央店） 

営業時間:９時～２４時（店舗によって若干異なる） 
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内容：山口の特産として蒲鉾との併売データ 

データ件数：約８万件 

５．グループワークのまとめ 

-----------------------------------------------------------------------道の駅およびレストラン「饗」１ 

【強み】 

 ・周辺スーパーマーケットと比較して野菜が安いことで道の駅として強い集客力がある。 

・地域密着型で地元の住人の利用頻度が高い。 

【主な課題】 

１訴求力不足 

SNS 活用が不十分であり、魅力を広域に伝える機会を逸している。 

季節野菜の使用が強調されているが「仁保産の野菜」という地域性を活かした食材の魅力発信が弱い。 

 

２情報提供不足 

アレルギー情報の提示がなく、利用者の安全性と利便性に配慮が欠けている 

レストランでは季節野菜の使用が強調されているものの、「仁保産の野菜」であるという事実の打ち出しが弱く食材の

背景にあるストーリーや生産者の想いといった付加価値が顧客に伝わっていない。 

【データ分析】 

メニュー別売上

順位 メニュー名 売上数量 

1 めぐみ小鉢定食 880 

2 畑の豚汁定食 440 

3 産直野菜の天ぷらそば 411 

4 自家製ざる豆腐定食 393 

5 かつお節踊る鉄板うどん 331 

6 香り立つ田舎風味噌焼き 324 

7 山口名物瓦そば定食 306 

8 産直のゴロゴロ野菜カレー 295 

9 彩り野菜と鶏の黒酢あん 284 

 

「めぐみ小鉢定食」が 880 食と、2 位の「畑の豚汁定食」

（440 食）に 2 倍の差をつけ、圧倒的な人気を誇ってい

る。このメニューがレストランの看板商品であることは明

らかである。 

 

上位には定食やそば・うどんといった和食メニューが並

んでおり、顧客層の好みが反映されていると考えられ

る。 

 

 

客数動向（9 月～10 月） 

指標 9 月 10 月 11 月 

組数 2,322 1,687 1,910 

総客数 4,533 3,203 3,625 

男性客数 1,244 1,036 1,336 

女性客数 3,289 2,167 2,28 

 

 

 9 月から 10 月にかけて総客数、組数ともに大きく減少

しているが、11 月には回復に転じている。この回復傾向

は、リピート客の存在を示唆するポジティブな兆候と捉

えられる。 

女性客が男性客の 2 倍以上を占めており、メインターゲ

ット層が明確である。 

     

【提案】 
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・地元食材（特に「仁保産の野菜」）の訴求化 

・アレルギー情報の提示方法を検討 

・道の駅の野菜市場との提携内容の具体化を検討 

----------------------------------------------------------------------道の駅およびレストラン「饗」２ 

【強み】 

 ・価格は適正で、具材も大きくボリュームがあり満足度も高い。 

 ・アンケートでは「素材」、「優しい味」、「地元産で安心」で好意的である。 

 ・呼び出しベルにより自分で料理を取りにいくので、配膳時間は早い。 

【課題】 

・具体的な材料名の記載がなく、アレルギーを持つ顧客への配慮が不足 

・「お子様ランチ」は一種類のみで、アレルギーや嗜好に対応できていない 

【データ分析】 

１ 顧客属性 

属性 割合 分析・所見 

性別 
女性: 68% 

男性: 32% 

女性客が圧倒的に多い。店舗やメニューがおしゃれであることが理由と推察さ

れる。 

年齢層 

20 代: 7.7%、 

40 代: 38.5%、 

50 代: 30.8% 

60 代以上: 23.1% 

40 代以上の顧客が全体の 92.4%を占める。若年層の利用が極端に少ない。 

２ 販売データ分析 

・ランチ営業 

「めぐみ小鉢定食」が他のメニューを大きく引き離して最も人気がある。また、「たくさん食べられる」ボリュームの

ある商品も好調。 

「天ぷらうどん」よりも「天ぷらそば」の方が、人気が高いことから、「健康に気を使いそばを選ぶ人が多い」ことが

推察できる。 

・カフェ営業 

プリンやケーキ類が人気。また、「白玉あんみつ」も売れ行きが良く、和風デザートへの需要も高い。 

傾向:アイスがのった商品が人気であることから、アイス系のデザートを拡充する潜在的な機会があると推察す

る。 

【さらなる売上増に向けた改善案】 

１ メニュー戦略の強化 

• お子様ランチの多様化: 「低アレルギー商品」などを開発 

• データに基づく季節限定メニューの開発: 需要が高い時期に合わせた限定メニューを投入 

２ SNS（Instagram）活用見直し 

・投稿にハッシュタグが付けられておらず、検索での発見が困難。キーワードのハッシュタグを付加 

・新メニューをストーリー発信では時間が経つと消えてしまい、情報が蓄積されないので、期間限定メニュー情報を

「ハイライト」機能にまとめることで、新規訪問者でも簡単に見つけられる 
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３ テイクアウトサービスの導入 

・「おにぎりセット」「季節の食材を使用したミニ天丼」「味噌カツ弁当」などを提案。 

・「バスクチーズケーキ」「チョコレートケーキ」「モンブラン」などをテイクアウト商品として展開。 

・食事目的でなかった層の「立ち寄るきっかけ」と近隣住民の店内食事に制約がある層の需要をつかむ。 

------------------------------------------------------------------------------------------ 丸久１  

【目的】 

  山口県特有の消費傾向が顕著に表れている「かまぼこ」と、対照的に販売課題が見られる「ソーセージ」 

の比較分析。 

【データ分析】 

調査対象店舗における加工肉・魚肉練り製品の販売状況から、以下の事実をみいだした。 

１ かまぼこの優位性 

• 主要カテゴリ： 加工肉・魚肉練り製品の売上のうち、約半数を「かまぼこ」が占めている。 

• 地域的特徴： 中四国エリアのデータでは、ソーセージが安定した売上を維持し、かまぼこを上回る傾向にある。し

かし、本分析対象店舗ではかまぼこの売上が圧倒的に高く、ソーセージが下回るという特異な構造が見られ

る。 

２ 購買層の属性 

項目 分析結果と考察 

年齢層 

・主たる購買層は 70～80 代であり、60 代も大きな割合を占める。 

・データは、購買層が高齢層に著しく集中していることを示している。 

・一部、40～50 代が多めに見られる箇所もあった。 

性別 ・購買者の大半は女性であり、主婦層が中心であると推察されている。 

戦略的課

題 

・現状の高齢層への依存から脱却し、事業の持続性を高めるため、40～50 代の顧客層をいかにして取

り込むかが重要な課題であるとの認識が共有された。 

 

• かまぼこ 

60 代から 70 代、80 代の高齢層が大半を占める。特に 70 代のシ

ェアは約 25%に達する。 

• ソーセージ 

40 代から 50 代の層が最も多い。 

 

 

 

 

３ 季節変動と購買動機の相関 

売上の推移を時系列で分析した結果、季節的要因が購買行動に強く影響している。 

月 売上動向 推測される購買動機・背景 

1 月〜10 月 増減を繰り返す 日常的な消費 
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11 月 急激な上昇 気温低下による「おでん」等の温かい料理への需要増。 

12 月 年間ピーク（突出） 正月の準備。親戚や家族が集まるためのまとめ買い。 

 

----------------------------------------------------------------------------------------- 丸久２ 

【購買傾向分析】 

１ 年齢層別の購買特性 

かまぼこの購入者は高齢層に偏る傾向があり、60 代から急激に増加する。 

• コアターゲット: 70 代が最も多く、2,000 点以上の購入実績がある。 

• 構成比: 60 代、70 代、80 歳以上が購買の大部分を占め、若年層（20〜30 代）の購入は極めて限定的である。 

２ 購入時間帯および曜日の傾向 

時間帯: 1 日のうち、昼前の 11 時が購買のピーク（1,051

点）となる。その後は徐々に減少することから、昼

食の準備に合わせた購買行動であると推察され

る。 

曜日: 発表資料外の分析過程において、土曜日・日曜日

の売上が高いという気付きが得られている。 

 

 

 

３ 商品間の相関関係（併買傾向） 

当初は「おつまみ」としての酒類との関連が

期待されたが、データは異なる結果を

示した。 

• 青果との高い関連性: きゅうり等の野菜と

かまぼこの購買グラフは連動して上

下しており、日常的な料理の食材とし

て併買されている。 

• 酒類との関連性: 年齢層が高いことも影響

し、ビール等の酒類との同時購買は

比較的少ない。 

４ 商品特性の比較：白かまぼこと赤かまぼ

こ 

全体的な売上点数では、白が赤を上回る。 
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• 白かまぼこの優位性: 夏場に需要が向上する。見た目の「涼しげな印象」や「上品さ・落ち着き」がギフト用としても

選ばれる要因となっている。 

• 赤かまぼこの需要期: 冬場、特におせち料理や鍋料理の彩りとして需要が高まる。 

 

５ 販促戦略の提案：部門横断型 

分析結果を受け、既存の練り物コーナーに留まらない、売場全体を活性化させる販促案を提示する。 

青果と練り物をつなげられれば、日配全体の売り上げをもっと伸ばせるのではないか。 

 

５.1 青果コーナーでのレシピ提案 

関連性の高い野菜売場にかまぼこを露出させ、具体的な食べ方を提案する。 

• ターゲット時期: 夏場に「白の宇部かま」を重点的に訴求。 

• 設置内容: 青果コーナーに、宇部かまと野菜を組み合わせたレシピを掲示。 

レシピ例：シンプルにキュウリを宇部かまに挟んだもの 

ししとうとこんにゃくと一緒に煮たもの 

５.２ 広告・プロモーションの展開 

 同時広告: 野菜とかまぼこをセットにした広告展開を行い、消費者への想起を促す。 

 

６．ＰＢＬ入門実証講座総評 

1. データ駆動型マーケティングへの転換 

本事業の核心は、従来の「経験と勘」に基づく意思決定から、データを基盤とした意思決定への移行にある。

「昨年売れたから今年も売れるだろう」という安易な予測ではなく、実際の購買データを分析することで、現代の

複雑な市場に対応する姿勢が必要となる 。本実証講座ではアルク様提供のデータやドルフィンアイを活用し、傾

向を比較分析することで、精度の高い仮説を立てるプロセスが実践された。 

  ※具体的な仮説構築の例 

◦ ID POS データの活用により、「誰が」「いつ」「何を」買ったかを詳細に把握。 

◦ 「チーズ味を好む顧客は、健康への罪悪感を抑えるために、糖質ゼロのビールを選択する傾向がある」といった

仮説の事例もある。 

 

2. 次世代の感性と消費行動の変化 
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・若年層（30～40 代以下）の行動様式を理解することが、店舗作りに不可欠であることが示唆された。 

• 情報探索のプラットフォーム: 従来の検索手段ではなく、Instagram を主要な探索ツールとして活用する層が増加

している。特に外出先で代替案を探すシーンなどでの活用が顕著である。 

• 「アレルギー対応」というキーワードが消費者にとって大きな関心事となっている。メニュー選択における重要な付

加価値として認識されている。 

• 80 代などの高年齢層とは異なる、30～40 代以下の「若い世代の感性」をいかに店舗作りに反映させるかが、今

後の課題として挙げられた。 

 

3. 教育的成果とマインドセット 

・本来の 1/5 の時間でありながら、内容の質を落とすことなく、網羅的な分析と発表が行われた。 

• 情報が氾濫し、潜入感（先入観）を持ちやすい大人に対し、学生は「データそのものを純粋に見る」姿勢を保って

いた。この「潜入感を外してデータに向き合う姿勢」を保つことが必要である。 

４.連携企業から講評 

4.1  データ分析における仮説構築の重要性 

• 属性別動向の追求: 男性客よりも女性客が多い理由について、既存データから読み取れる要因を仮説として立

て、今後の施策の参考とする必要がある。 

• 時期別変動の要因特定: 10 月から 11 月にかけて来客数が伸びた理由など、月次の変動要因を分析し、再現性

のある知見を導き出すことが重要である。 

4.2 多角的かつ精緻な比較分析の実施 

• 同業態（道の駅レストラン）との比較: 

    ◦ 漠然とした比較を避け、立地条件、メニュー構成、客層が自社店舗と類似している施設を対象とする。 

    ◦ 価格設定やメニュー案など、具体的な実務に即したデータの収集が推奨される。 

• 異業種・異分野との比較: 

    ◦ あえて飲食店以外の業態と比較することで、新たな視点を取り入れる。 

    ◦ 特に「男性客の増加」や「リピート客の定着」といった特定の課題に対し、飲食店以外の成功事例をベンチマ

ークすることが有効なアプローチとなり得る。 

 

（３）PBL（オーダーメイド型 PBL、DX 企業課題解決） 

実 証 講 座 

の 対 象 者 

専門学校 該当学科の２年生 

期 間 

（日数・コマ数） 

令和８年６月～９月（１０～１５コマ程度） 

実 施 手 法 PBL 入門を深堀するために、業種に合わせた PBL ﾕﾆｯﾄ※を選択実施し、データを活

用した課題解決案をプレゼンする。 

対象企業：山口県内地域企業（５業種程度） 

 

①初期調査：対象企業と共同で PBL メニューを選択、決定する 

②PBL ユニット実施；企業提供されたデータやオープンデータをもとに、課題の詳細な

分析を行う 

③課題解決案の提案：分析結果を基に、具体的な課題解決策を提案する。プレゼンテ

ーションを行い、企業からのフィードバックを受ける 

実 証 結 果 令和 8 年度実施予定 
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3-5 本年度作成した授業設計等 

該当学科２年間のカリキュラムの内、５科目授業設計した。 

各資料の一部抜粋版は、巻末に掲載しています。 

３－５－１ アントレプレナーシップ入門・演習 授業スライド 一部抜粋 【資料５－５】 

３－５－２ デジタルマーケティング演習  授業スライド 一部抜粋 【資料５－６】 

３－５－３ データマーケティング  授業スライド 一部抜粋 【資料５－７】 

３－５－４ ウェルビーイング概論  授業スライド 一部抜粋 【資料５－８】 

３－５－５ デジタル・シティズンシップ  授業スライド 一部抜粋 【資料５－９】 

 

3-6 本年度作成した学科説明資料等 

各資料の一部抜粋版は、巻末に掲載しています。 

3-6-1 学科紹介動画、スライド（オープンキャンパス参加者向け） 一部抜粋 【資料５－１０】 

        https://youtu.be/GxFYbT7_bXI 

 

3-6-2 学科紹介動画（一般向け） 一部抜粋 【資料５－１１】 

       ロング版 https://youtu.be/vFs6b68PKw0 

       ショート版 https://youtu.be/L_89kh5V844 

 

3-6-3 本事業紹介動画（一般向け） 一部抜粋 【資料５－１２】 

        https://youtu.be/YIRqPGPIUXk 

科目 1 年次 2 年次 

 情報分野 ノーコード実習ⅠⅡ、 

表計算実習ⅠⅡ、生成 AI 活用、デジタ

ルシティズンシップ、情報処理概論、 

システム演習Ⅰ 

ローコード実習ⅠⅡ、 

データベース演習ⅠⅡ、 

システム演習ⅡCMS 演習、 

業務自動化演習 

マーケティング分

野 

アントレプレナーシップ入門、 

マーケティング入門 

デジタルマーケティング演習、 

ビジネス数学 

アントレプレナーシップ演習、 

データマーケティング、 

データ分析演習ⅠⅡ 

マネジメント分野 ビジネスマナーⅠⅡ、 

ウェルビーイング概論 

思考法、著作権、地域経済学 

インターンシップ 

PBL 入門（業務モデリング） 

PBL 

プロジェクトマネジメント、 

ビジネス法務、海外研修 
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3-7 開発するモデルの検証 

（１）モデルの評価項目と活用方法 

・実証授業後の学生・教員やインターンシップ先企業へのアンケート・ヒアリングにより、モデルの有効性を評価す

る。 

・他の専門学校でも実証を実施し、導入意欲を評価する。 

a.実施内容と評価 

実施内容 評価者 評価項目（5 段階） 

講義 

インターンシップ 

学生 ・授業全体の満足度について自己評価アンケート 

・授業理解度についてレポートのパフォーマンス評価 

・対象学科への興味関心 

・ビジネスにおけるデータ活用の有効性 

・教員の指導 

・ポートフォリオ評価（学修活動を通じた過程で地域課題発見解決する

手法・知識が身についたか自己、相互評価） 

・地元企業での就労意識度合 

・授業の感想（自由記入） 

教員 ・学生の理解度 

・指導のしやすさ 

・教育効果 

・本学科を導入したいか 

・改善点（自由記入） 

企業・団体 ・実習効果 

・企業の負担 

・IT 人材採用のイメージができたか 

・本学科の学生を IT 人材として採用したいか 

・本学科設置の有効性 

・改善点（自由記入） 

研修 教員 ・地域課題発見解決する手法・知識が身についたか 

・改善点（自由記入） 

学科周知 高校生 ・対象学科への興味関心 

・地域課題発見解決する手法を学ぶことは有益だと思うか 

 

b.反映方法 

①定量的分析 

各質問項目を集計し、パーセンテージを計算、グラフ化 

②定性的分析 

自由記入欄を内容ごとに分類 

ポジティブ・ネガティブ意見をグループ化し、共通の課題やテーマを抽出 

③結果の報告 

定量的・定性的分析の結果をまとめ、教員、企業、委員へ共有し、意見を聴取 

④改善策の立案と実施 

委員会にて改善策を議論・立案、具体的なプランを決定 

⑤モデルのブラッシュアップ 

教材の見直し、授業方法の改善、フィードバック方法を検討、次年度に再評価を行う 
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3-8 ホームページの作成他 

（１）ホームページ URL 

下記のとおりホームページを作成した。 

https://yic-sc.com/ 

（２）ページ構成 

トップページ 

「地域中小企業と連携による IT 担当者育成・採用促進モデル開発と普及推進事業」 

メニュー：事業概要／実施体制／カリキュラム／学科紹介／成果物 

 

事業概要 

事業の背景・目的 

事業の計画・スケジュール 

 

実施体制 

実施体制表 

 

カリキュラム 

開発するカリキュラムについて 

 

学科紹介 

新設する学科について 

 

成果物 

カリキュラム 

調査報告書 

実施報告書 

 

  

https://yic-sc.com/
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第４章 事業終了後に実施予定の取組及び成果の活用方針・手法 

4-1 事業終了後の取組と成果の活用方法 

１．地域企業との連携で成果を創出 

1-1 継続的なカリキュラム改善 

・卒業生就職状況・企業意見を分析し、カリキュラムの定期的な見直し 

・最新技術や企業ニーズを取り入れた教育を提供 

1-2 学生満足度と就職の関係把握 

・学生アンケートやインタビューで、求める教育内容や企業連携プログラムを把握 

・カリキュラムやプログラムに反映し、就職に繋がる人材育成を実施 

1-3 企業ニーズに合致した人材育成 

・企業と連携し、必要なスキルや知識を習得できるカリキュラムを開発 

・企業講師招聘やインターンシップで、学生の実務経験機会を創出 

２．成果の共有と普及 

2-1 全国展開に向けた情報発信 

・事業成果やノウハウを、全国専門学校教育研究会の会員を中心に情報発信 

・研修会開催や報告書作成・配布で、全国の専門学校における理系転換や企業連 

携を推進 

2-2 産学連携推進体制の構築 

・中小企業の社内 IT 人材育成を支援 

・他機関担当者向け研修会や事例集作成・配布で、早期企業連携や入社後研修の 

重要性を理解促進 

・産学連携推進人材育成研修で、推進体制を構築 

2-3 持続的な人材確保ができる広報ノウハウ構築 

・高校生が積極的に進学できるような広報ノウハウの構築 

３．期待される成果 

・地域中小企業の IT 人材不足解消 

・地域経済活性化 

・学生就職率向上 

・専門学校の教育力向上 

・地域における専門学校の存在価値向上 

４．まとめ 

本事業は、地域企業との連携強化、学生の満足度・理解度把握、企業ニーズ合致した人材育成を行

い、地域経済活性化と学生就職促進に貢献する。また、成果やノウハウを共有・普及することで、全国の

専門学校における理系転換や企業連携推進に貢献する。 

また今後、学科新設の過程や産学連携等の事例を発表する場を作る。文科省事業としての成果発表を

オンライン活用により行い、全国専門学校教育研究会の会員の学習の場にも提供していき、さらには支援策

としてより具体的な個別コンサルティングを行なっていく。 

 

 

  



45 

 

 

第５章 次年度以降に向けて 

5-1 次年度以降の取組 

令和７年度の事業実施内容・結果を踏まえ下記について、更に進展させていく。 

（１）令和 8 年度の事業予定 

（１）事業実施体制の構築(６月〜） 

  各３～４回委員会実施（対面とオンラインによるハイブリット形式） 

  ・事業推進委員会（４回） 

  ・カリキュラム作成委員会（４回） 

  ・調査・普及委員会（３回） 

  ・企業連携委員会（３回） 

  事務局にて調整して運営 

 

（２）「カリキュラム作成」 

・一部科目別シラバス・コマシラバス作成、改訂 

・一部教材（動画含む）作成、改訂 

・一部実証講座 実施 

・教員研修 実施 

 

（３）「企業連携」 

・連係中小企業、誘致企業（PBL、企業実習実証企業） 

・企業対象学科説明会 

 

（４）「調査・普及」 

・連携高校・学校体験会 開発 PBL 体験実証講座（アンケート調査） 

・連携高校（高校生 PBL 実証対象高校）開拓と交渉 

・高校教員・保護者対象 カリキュラム・学科説明 PR 動画作成、改訂 

・ビジネスアイデア等コンテスト情報収集と整理 

 

（５）「成果報告等」 

・調査報告書 作成・印刷 

・カリキュラム案 作成   

・成果報告書 作成 

・新設学科コース申請書 提出 

・ホームページ作成（データ更新、内容充実） 
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5-2 次年度に向けて 

 

令和７年度の成果を踏まえ、次年度はカリキュラム開発をさらに強化し、地域における DX 人材育成の実効性を高

める。普及面では、本事業の普及に向けて、高校生や専門学校生の進路・就職意識のさらなる分析を進め、企業との

マッチングを促進するための新たなアプローチを検討する。特に、PR 動画の活用など、高校生・保護者・教員への情

報発信を強化し、地域の中小企業に対する理解を深める。 

カリキュラム開発では、PBL（課題解決型学習）の実証講座を本格実施し、企業との協働を通じた実践的な教育を

強化する。科目別のシラバスや教材開発を進め、実証授業を通じて教育効果を評価・改善する。さらに、企業連携を

拡大し、インターンシップや PBL を活用した実務教育の機会を増やし、即戦力となる人材の育成を図るプログラムの

確立を目指す。 

また、新設学科コースを開設後に実運営をしながら、全国の専門学校との情報共有を強化し、持続可能な人材育

成モデルの確立を目指す。 

以上 
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第６章 令和７年度事業実施に伴う成果物 巻末資料 

6-1 PBL 授業体験ワークショップ、高校生地域中小企業説明会、高校生向け PBL 体験講座 関連団体・企業

向けアンケート調査 一部抜粋【資料５－１】 
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50 

 



51 

 



52 

 



53 

 



54 

 



55 

 



56 

 



57 
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6-2 NFTE 世界青年起業家チャレンジ 2025 視察に関する調査 一部抜粋【資料５－２】 

 



60 

 



61 

 



62 

 



63 

 



64 

 



65 

 



66 
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6-3 実証授業「地域産業研究」 授業スライド・ワークシート 一部抜粋【資料５－３】 
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69 

 



70 

 



71 

 



72 

 

 



73 

 



74 

 



75 
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6-4 実証授業「PBL 入門」 授業スライド 一部抜粋【資料５－４】 

 



78 

 



79 

 



80 

 



81 
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6-5 授業設計「アントレプレナーシップ入門・演習」 授業スライド 一部抜粋【資料５－５】 
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84 

 



85 
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88 
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6-6 授業設計「デジタルマーケティング演習」 授業スライド 一部抜粋【資料５－６】 
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92 

 



93 
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6-7 授業設計「データマーケティング」 授業スライド 一部抜粋【資料５－７】 

 



95 

 



96 

 



97 
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6-8 授業設計「ウェルビーング概論」 授業スライド 一部抜粋【資料５－８】 
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100 

 



101 
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6-9 授業設計「デジタル・シティズンシップ」 授業スライド 一部抜粋【資料５－９】 
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6-10 学科紹介動画、スライド（オープンキャンパス参加者向け） 一部抜粋【資料５－１０】 

    動画 URL https://youtu.be/GxFYbT7_bXI 

一部抜粋 
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学科コース紹介スライド 
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110 

 

6-11 学科紹介動画（一般向け） 一部抜粋【資料５－１１】 

       ロング版 https://youtu.be/vFs6b68PKw0 

       ショート版 https://youtu.be/L_89kh5V844 

 

       動画 画面 一部抜粋 

  

  

 

6-12 本事業紹介動画（一般向け） 一部抜粋【資料５－１２】 

       https://youtu.be/YIRqPGPIUXk 

        

       動画 画面 一部抜粋 
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２０２６年３月 

成果報告書 
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